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(57)【要約】
【課題】流動性に優れ、繊維基材への含浸性に優れると共に、硬化物の靱性に優れる繊維
強化複合材料用樹脂組成物、その硬化物、靱性に優れる繊維強化複合材料、及び生産性良
好な繊維強化複合材料の製造方法を提供すること。
【解決手段】脂環式エポキシ樹脂（Ａ）、下記構造式（１）
【化１】

（式中、Ｒ１は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、Ｘはエステル結合又はカー
ボネート結合、Ｒ２は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素
基を表し、ｎは１～５の整数を示す。）
で表される酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）を必須
成分とし、前記脂環式エポキシ樹脂（Ａ）中のエポキシ基と、前記酸基含有ラジカル重合
性単量体（Ｂ）中の酸基との当量比［エポキシ基／酸基］が１／１～１／０．１となる割
合であることを特徴とする繊維強化複合材料用樹脂組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
脂環式エポキシ樹脂（Ａ）、下記構造式（１）
【化１】

（式中、Ｒ１は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、Ｘはエステル結合又はカー
ボネート結合、Ｒ２は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素
基を表し、ｎは１～５の整数を示す。）
で表される酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）を必須
成分とし、前記脂環式エポキシ樹脂（Ａ）中のエポキシ基と、前記酸基含有ラジカル重合
性単量体（Ｂ）中の酸基との当量比［エポキシ基／酸基］が１／１～１／０．１となる割
合であることを特徴とする繊維強化複合材料用樹脂組成物。
【請求項２】
前記（Ａ）成分～（Ｃ）成分の合計１００質量部あたりラジカル重合開始剤（Ｃ）の配合
量が０．０１～３質量部となる割合である請求項１記載の繊維強化複合材料用樹脂組成物
。
【請求項３】
前記脂環式エポキシ樹脂（Ａ）、前記構造式（１）

【化２】

式中、Ｒ１は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、Ｘはエステル結合又はカーボ
ネート結合、Ｒ２は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素基
を表し、ｎは１～５の整数を示す。）
で表される酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）に加え
、不飽和カルボン酸又はその無水物であって、分子量１６０以下のラジカル重合性単量体
（Ｄ）を含有する請求項１記載の繊維強化複合材料用樹脂組成物。
【請求項４】
請求項１～３の何れか１つに記載の繊維強化複合材料用樹脂組成物と、強化繊維とを必須
成分とする繊維強化複合材料。
【請求項５】
強化繊維の体積含有率が４０～８５％の範囲内である請求項４記載の繊維強化複合材料。
【請求項６】
請求項４又は５に記載の繊維強化複合材料をイン・サイチュー重合反応させることにより
得られる硬化物。
【請求項７】
請求項１～３の何れか１つに記載の繊維強化複合材料用樹脂組成物の硬化物と強化繊維と
を必須成分とする繊維強化樹脂成形品。
【請求項８】
強化繊維の体積含有率が４０～８５％の範囲内である請求項７記載の繊維強化樹脂成形品
。
【請求項９】
型内に配置した強化繊維からなる基材に、請求項１～３のいずれかに記載の繊維強化複合
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材料用樹脂組成物を注入し、含浸させた後、イン・サイチュー重合反応させることにより
硬化させることを特徴とする繊維強化樹脂成形品の製造方法。
【請求項１０】
強化繊維からなる基材を配置した型のキャビティ内を減圧し、請求項１～３のいずれかに
記載の繊維強化複合材料用樹脂組成物を、減圧されたキャビティ内圧力と外部圧力との差
圧を利用してキャビティ内に注入し、前記基材に含浸する真空ＲＴＭ成形法を用いる、請
求項９記載の繊維強化樹脂成形品の製造方法。
【請求項１１】
自動車用部材である、請求項７又は８記載の繊維強化樹脂成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、優れた流動性を発現し、その硬化物において機械的強度に優れるために、航
空機部材、宇宙機部材、自動車部材などに適する繊維強化複合材料、その製造方法、及び
該繊維強化複合材料のマトリックス樹脂材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エポキシ樹脂及びその硬化剤を必須成分とするエポキシ樹脂組成物は、高耐熱性、耐湿
性、寸法安定性等の諸物性に優れる点から半導体封止材やプリント配線基板、ビルドアッ
プ基板、レジストインキ等の電子部品、導電ペースト等の導電性接着剤やその他接着剤、
アンダーフィルなどの液状封止材、液晶シール材、フレキシブル基板用カバーレイ、ビル
ドアップ用接着フィルム、塗料、フォトレジスト材料、顕色材料、繊維強化複合材料等で
広く用いられている。
【０００３】
　これらの中で特に、エポキシ樹脂及び硬化剤をマトリックス成分として強化繊維に含浸
、硬化させてなる繊維強化樹脂成形品は、軽量・高強度といった特性に加え、その優れた
高耐熱性、強度、低硬化収縮率、耐薬品性、高弾性率等の諸性能を兼備する点から自動車
産業、航空宇宙産業など一般産業分野において要求が高い。
【０００４】
　しかしながら、一般にエポキシ樹脂は常温で高粘度流動体乃至は固形であるため、繊維
強化材に樹脂含浸する工程ではエポキシ樹脂の実用レベルの流動性を確保する為に樹脂成
分を加熱する必要があるが、加熱によりエポキシ樹脂の硬化が促進され、却って高粘度化
および含浸不良を招くといった問題が生じていた。とりわけ、炭素繊維強化熱硬化性プラ
スチック（ＣＦＲＰ）の分野で、近年、圧倒的なサイクルタイムと低設備コストから普及
が進んでいるレジン・トランスファー・モールディング（ＲＴＭ）法による成形技術は、
成形のハイサイクル化の観点から、熱硬化性樹脂材料の低粘度・高流動性が重要な課題と
なっていた。
【０００５】
　従来よりＣＦＲＰマトリックス用のエポキシ樹脂材料における流動性を改善する手段と
して、３，４－エポキシシクロへキシメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキ
シレートに代表される脂肪族エポキシ化合物、或いは、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリ
シジルジアミノジフェニルメタンに代表されるポリグリシジルアミンを、アクリル酸、ス
チレン、ラジカル重合開始剤と共に配合して液状組成物を調整し、これを炭素繊維基材に
含浸後、加熱し、エポキシ基とアクリル酸との反応を行うと共にラジカル重合させて成形
品を得る技術が知られている（下記特許文献１参照）。
【０００６】
　しかしながら、かかる脂肪族エポキシ化合物、或いは、ポリグリシジルアミンを、アク
リル酸、スチレン、ラジカル重合開始剤と共に配合した組成物は、流動性に優れ、繊維強
化材への含浸性に優れ、かつ、硬化物における弾性率が高いものの、脆く、靱性に劣り、
その為、とりわけ繊維強化樹脂成形品にした場合に充分な強度が得られないものであった
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。
【０００７】
　一方、ＣＦＲＰ用途におけるＲＴＭ法に適するエポキシ樹脂材料として、例えばエポキ
シ当量２００ｇ／ｅｑ．以下のビスフェノールＦ型エポキシ樹脂を主剤として用い、かつ
、硬化剤成分として室温で液状の芳香族ポリアミン、及び、ルイス酸と塩基の錯体を使用
することにより、熱硬化性樹脂成分の流動性を改善すると共に、更に低温硬化性を改善し
、ＲＴＭ法におけるＣＦＲＰの生産性を向上させる技術が知られている（特許文献２参照
）。
【０００８】
　しかしながら、前記したエポキシ当量２００ｇ／ｅｑ．以下のビスフェノールＦ型エポ
キシ樹脂、室温で液状の芳香族ポリアミン、及びルイス酸と塩基の錯体を配合した熱硬化
性樹脂材料は、エポキシ樹脂自体の低粘度化を図ってはいるものの、組成物全体として未
だ粘度が高く、例えば、ＲＴＭ成形における樹脂注入時において１００℃前後の加熱が不
可欠であり、硬化反応による増粘の虞が残る他、エネルギー的にランニングコスト高とな
る他、成形サイクル時間を十分に短縮することができないものであった。加えて、硬化物
における靱性が十分でなく自動車産業や航空宇宙産業など高度な強度が求められる分野へ
の適用が困難なものであった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開昭５５－１１０１１５号公報
【特許文献２】特開２００６－２６５４３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　従って、本発明が解決しようとする課題は、流動性に優れ、繊維基材への含浸性に優れ
ると共に、硬化物に優れた靱性を与える繊維強化複合材料用樹脂組成物、その硬化物、成
形品に優れた強度を与える繊維強化複合材料、強度に優れる繊維強化樹脂成形品、及び生
産性良好な繊維強化樹脂成形品の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記課題を解決するため、鋭意検討した結果、繊維強化剤に含浸硬化さ
せる熱硬化性樹脂成分として、脂環式エポキシ樹脂（Ａ）、下記構造式（１）
【００１２】
【化１】

（式中、Ｒ１は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、Ｘはエステル結合又はカー
ボネート結合、Ｒ２は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素
基を表し、ｎは１～５の整数を示す。）
で表される酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）を必須
成分とする組成物を用い、これらを連続的乃至同時に硬化させる、所謂イン・サイチュー
重合反応による硬化を行うこと、即ち、前記酸基含有重合性単量体（Ｂ）中の酸基を前記
エポキシ樹脂（Ａ）中のエポキシ基と反応させると共に、該酸基含有重合性単量体（Ｂ）
に起因するラジカル重合性基を重合させることにより、硬化前では、低温域、例えば２５
℃の常温であっても優れた流動性を発現すると伴に、硬化後は優れた靱性を発現すること
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を見出し、本発明を完成するに至った。
【００１３】
　即ち、本発明は、脂環式エポキシ樹脂（Ａ）、下記構造式（１）
【００１４】
【化２】

（式中、Ｒ１は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、Ｘはエステル結合又はカー
ボネート結合、Ｒ２は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素
基を表し、ｎは１～５の整数を示す。）
で表される酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）を必須
成分とし、前記脂環式エポキシ樹脂（Ａ）中のエポキシ基と、前記酸基含有ラジカル重合
性単量体（Ｂ）中の酸基との当量比［エポキシ基／酸基］が１／１～１／０．１となる割
合であることを特徴とする繊維強化複合材料用樹脂組成物に関する。
【００１５】
　本発明は、更に、前記繊維強化複合材料用樹脂組成物をイン・サイチュー重合反応させ
ることにより得られる硬化物に関する。
【００１６】
　本発明は、更に、前記繊維強化複合材料用樹脂組成物と、強化繊維とを必須成分とする
繊維強化複合材料に関する。
【００１７】
　本発明は、更に、前記繊維強化複合材料用樹脂組成物の硬化物と強化繊維とを必須成分
とする繊維強化樹脂成形品に関する。
　本発明は、更に、型内に配置した強化繊維からなる基材に、前記繊維強化複合材料用樹
脂組成物を注入し、含浸させた後、イン・サイチュー重合反応させることにより硬化させ
ることを特徴とする繊維強化樹脂成形品の製造方法に関する。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、流動性に優れ、繊維基材への含浸性に優れると共に、硬化物に優れた
靱性を与える繊維強化複合材料用樹脂組成物、その硬化物、成形品に優れた靱性を与える
繊維強化複合材料、靱性に優れる繊維強化樹脂成形品、及び生産性良好な繊維強化樹脂成
形品の製造方法を提供できる。
　従って、本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物を用いれば、エポキシ系ＣＦＲＰの製
造法において、一層のハイサイクル化が可能となると共に、高強度な繊維強化樹脂成形品
を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物は、その熱硬化性樹脂成分として、脂環式エポ
キシ樹脂（Ａ）、脂肪族エステル結合又は脂肪族カーボネート結合を有する酸基含有ラジ
カル重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）を必須成分とするものである。
そして、繊維強化材へ該組成物を含浸させた後、これを一度に反応させること、即ち、エ
ポキシ基と酸基との反応と、ラジカル重合性基の重合反応とを特に反応工程として区別す
ることなく両反応を同時乃至連続的に行うことを特徴としている。このようにイン・サイ
チュー重合反応により硬化させることで、硬化前においては流動性が著しく高くＲＴＭ法
におけるハイサイクル化が可能となると共に、硬化物における靱性を飛躍的に向上させる
ことができる。一方、イン・サイチュー重合反応により得られる硬化物は、エポキシ樹脂
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（Ａ）と、前記脂肪族エステル結合又は脂肪族カーボネート結合を有する酸基含有ラジカ
ル重合性単量体（Ｂ）（以下、これを「酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）」と略記す
る。）とを予め反応させてビニルエステル化したのち、これをラジカル重合させる場合に
比べて、硬化物の強度を一層高めることができる。
【００２０】
　ここで用いるエポキシ樹脂（Ａ）は、例えば、（３，４－エポキシシクロヘキサン）メ
チル－３’，４’－エポキシシクロヘキシル－カルボキシレートが挙げられる。
【００２１】
　本発明では前記脂環式エポキシ樹脂（Ａ）にその他のエポキシ樹脂を目的に応じて併用
してもよい。その場合、前記脂環式エポキシ樹脂１００質量部あたり、その他のエポキシ
樹脂を５～８０質量部となる割合であることが好ましい。ここで用いるその他のエポキシ
樹脂は、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェ
ノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型エポキシ樹脂、等のビスフェノール型エ
ポキシ樹脂；オルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポ
キシ樹脂、ナフトールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡノボラック型エポキ
シ樹脂、臭素化フェノールフェノールノボラック型エポキシ樹脂、アルキルフェノールノ
ボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳノボラック型エポキシ樹脂、アルコキシ基含
有ノボラック型エポキシ樹脂、ブロム化フェノールノボラック型エポキシ樹脂等のノボラ
ック型エポキシ樹脂；その他、フェノールアラルキル型エポキシ樹脂（通称ザイロック樹
脂のエポキシ化物）、レゾルシンのジグリシジルエーテル、ハイドロキノンのジグリシジ
ルエーテル、カテコールのジグリシジルエーテル、ビフェニル型エポキシ樹脂、テトラメ
チルビフェニル型エポキシ樹脂、硫黄含有エポキシ樹脂、スチルベン型エポキシ樹脂等の
２官能型エポキシ樹脂、トリグリシジルシソシアヌレート、トリフェニルメタン型エポキ
シ樹脂、テトラフェニルエタン型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン－フェノール付加
反応型エポキシ樹脂、ビフェニル変性ノボラック型エポキシ樹脂（ビスメチレン基でフェ
ノール核が連結された多価フェノール樹脂のエポキシ化物）、アルコキシ基含有ノボラッ
ク型エポキシ樹脂、アルコキシ基含有フェノールアラルキル樹脂、テトラブロモビスフェ
ノールＡ型エポキシ樹脂、ブロム化フェノールノボラック型エポキシ樹脂などが挙げられ
る。これらその他のエポキシ樹脂は単独で用いてもよく、２種以上を混合してもよい。
【００２２】
　次に、本発明で用いる酸基含有ラジカル重合性単量体（Ｂ）は、硬化物に優れた強度を
付与し、靱性を向上させる為の必須の成分であり、下記構造式（１）
【００２３】
【化３】

（式中、Ｒ１は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、Ｘはエステル結合又はカー
ボネート結合、Ｒ２は炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素
基を表し、ｎは１～５の整数を示す。）で表される化合物が挙げられる。
【００２４】
　上記一般式（１）中、Ｒ１が炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基であり、かつ
、Ｒ２が炭素原子数２～１０の飽和脂肪族炭化水素基、又は芳香族炭化水素基であること
から、その硬化物において架橋密度が高くなり過ぎず適度な柔軟性を付与することができ
、靱性を飛躍的に高めることができる。
【００２５】
　ここで、前記構造式１中、Ｘとしてエステル結合を有するものとしては、ヒドロキシア
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ルキル（メタ）アクリレートと炭素原子数２～１０の飽和脂肪族多価カルボン酸とを反応
させて得られる化合物；ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートと芳香族ジカルボン酸
又はその酸無水物とを反応させて得られる化合物；ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレ
ートと、炭素原子数２～１０の飽和脂肪族ジオールと、炭素原子数２～１０の飽和脂肪族
多価カルボン酸とを反応させて得られる化合物；ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレー
トと、炭素原子数２～１０の飽和脂肪族ジオールと、芳香族ジカルボン酸とを反応させて
得られる化合物が挙げられる。
【００２６】
　ここでヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートとしては、β－ヒドロキシエチルメタ
アクリレート、β－ヒドロキシエチルアクリレートが挙げられる。
【００２７】
　また、炭素原子数２～１０の飽和脂肪族多価カルボン酸としては、無水コハク酸、アジ
ピン酸、テトラヒドロフタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸が挙げられる。また、芳香
族ジカルボン酸又はその酸無水物としては、フタル酸、無水フタル酸、イソフタル酸、テ
レフタル酸、テトラブロモフタル酸、テトラブロモ無水フタル酸等が挙げられる。
【００２８】
　更に、炭素原子数２～１０の飽和脂肪族ジオールとしては、１，２－プロパンジオール
、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１
，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，
９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオー
ル、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオ
ール、１，２－シクロヘキサンジオール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジオール、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサン
ジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，２－シクロヘキサンジエタノ
ール、１，３－シクロヘキサンジエタノール、１，４－シクロヘキサンジエタノールなど
が挙げられる。これらのなかでも炭素原子数が４～８のブタンジオール、ペンタンジオー
ル、ヘキサンジオール、シクロヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノールがエポキ
シ樹脂（Ａ）との相溶性に優れる点から好ましい。
【００２９】
　また、前記構造式（１）中、Ｘとしてカーボネート結合を有するものとしては、例えば
、前記炭素原子数２～１０の脂肪族ジオールと炭酸ジアルキルをエステル交換反応により
ポリカーボネートジオールを得た後（メタ）アクリル酸又はその誘導体と反応させて得ら
れる化合物が挙げられる。
【００３０】
　これらのなかでも特に硬化物に適度な柔軟性を付与できる点から、前記構造式（１）中
のＸがエステル結合であるものが好ましく、特に、β－ヒドロキシエチルメタアクリレー
トと無水コハク酸との付加物である３‐［［２‐（メタクリロイルオキシ）エトキシ］カ
ルボニル］プロピオン酸、β－ヒドロキシエチルメタアクリレートとヘキサヒドロフタル
酸との付加物である２－メタクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフタル酸が好ましい。
【００３１】
　本発明で用いるラジカル重合開始剤（Ｃ）は、熱ラジカル重合開始剤として用いられる
ものであればよく、例えば、メチルエチルケトンパーオキサイド、メチルシクロヘキサノ
ンパーオキサイド、メチルアセトアセテートパーオキサイド、アセチルアセトンパーオキ
サイド、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）３，３，５－トリメチルシクロヘキサン
、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシ
ルパーオキシ）３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパー
オキシ）シクロヘキサン、２，２－ビス（４，４－ジ－ｔ－ブチルパーオキシシクロヘキ
シル）プロパン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロドデカン、ｎ－ブチル４
，４－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）バレレート、２，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ
）ブタン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－２－メチルシクロヘキサン、ｔ－ブ
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チルハイドロパーオキサイド、Ｐ－メンタンハイドロパーオキサイド、１，１，３，３－
テトラメチルブチルハイドロパーオキサイド、ｔ－ヘキシルハイドロパーオキサイド、ジ
クミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキ
サン、α、α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン、ｔ－ブチルク
ミルパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ビス
（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキシン－３、イソブチリルパーオキサイド、３，５，５－ト
リメチルヘキサノイルパーオキサイド、オクタノイルパーオキサイド、ラウロイルパーオ
キサイド、桂皮酸パーオキサイド、ｍ－トルオイルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキ
サイド、ジイソプロピルパーオキシジカーボネート、ビス（４－ｔ－ブチルシクロヘキシ
ル）パーオキシジカーボネート、ジ－３－メトキシブチルパーオキシジカーボネート、ジ
－２－エチルヘキシルパーオキシジカーボネート、ジ－ｓｅｃ－ブチルパーオキシジカー
ボネート、ジ（３－メチル－３－メトキシブチル）パーオキシジカーボネート、ジ（４－
ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、α、α’－ビス（ネオデカノイ
ルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン、クミルパーオキシネオデカノエート、１，１，
３，３，－テトラメチルブチルパーオキシネオデカノエート、１－シクロヘキシル－１－
メチ－ルエチルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ヘキシルパーオキシネオデカノエート
、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート、ｔ－ブ
チルパーオキシピバレート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（２－エチルヘキサノイル
パーオキシ）ヘキサン、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルへ
キサノエート、１－シクロヘキシル－１－メチルエチルパーオキシ－２－エチルヘキサノ
エート、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシ－
２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキ
シマレイックアシッド、ｔ－ブチルパーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシ－３，
５，５－トリメチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネー
ト、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキシルモノカーボネート、２，５－ジメチル－
２，５－ビス（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシアセテート、ｔ
－ヘキシルパーオキシベンゾエート、ｔ－ブチルパーオキシ－ｍ－トルオイルベンゾエー
ト、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）イソフタレート
、ｔ－ブチルパーオキシアリルモノカーボネート、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブ
チルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン等が挙げられる。
【００３２】
　以上詳述したエポキシ樹脂（Ａ）、前記酸基含有重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重
合開始剤（Ｃ）の配合割合は、前記エポキシ樹脂（Ａ）中のエポキシ基と、前記酸基含有
重合性単量体（Ｂ）中の酸基との当量比［エポキシ基／酸基］が１／１～１／０．１とな
る割合であって、かつ、（Ａ）成分～（Ｃ）成分の合計１００質量部あたりラジカル重合
開始剤（Ｃ）の配合量が０．０１～３質量部となる割合であることが、組成物の流動性と
硬化物の靱性のバランスが良好なものとなる点から好ましく、特に、前記エポキシ樹脂（
Ａ）中のエポキシ基と、前記酸基含有重合性単量体（Ｂ）中の酸基との当量比［エポキシ
基／酸基］が１／１～１／０．４８となる割合であることが、流動性及び硬化物の靱性の
バランスがより優れたものとなる点から好ましい。また、特に前記エポキシ樹脂（Ａ）と
してエポキシ当量５００ｇ／ｅｑ．以下のビスフェノール型エポキシ樹脂を用いる場合に
は、前記配合割合は、前記エポキシ樹脂（Ａ）が５０～９０質量部、前記酸基含有重合性
単量体（Ｂ）が１０～４０質量部、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）が０．５～２質量部と
なる割合であることが流動性、強化繊維への含浸性の点から好ましい。
【００３３】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物では、上記したエポキシ樹脂（Ａ）、前記酸基
含有重合性単量体（Ｂ）、及びラジカル重合開始剤（Ｃ）に加え、更に、硬化物の強度及
び耐熱性が向上する点から、前記不飽和カルボン酸又はその無水物であって、分子量１６
０以下のラジカル重合性単量体（Ｄ）（以下、これを「低分子量酸基含有重合性単量体（
Ｄ）」と略記する。）を併用することが好ましい。ここで用いる前記低分子量酸基含有重
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合性単量体（Ｄ）としては、具体的には、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマ
ル酸、クロトン酸、イタコン酸、及びこれらの酸無水物からなる群から選択されるもので
あることが組成物の流動性向上の効果が顕著なものとなる点から好ましい。
【００３４】
　これらのなかでも特に、粘度低減の効果、及び硬化物の強度に優れる点からアクリル酸
、メタクリル酸が好ましく、特にメタクリル酸が好ましい。かかる低分子量酸基含有重合
性単量体（Ｄ）の使用割合は、具体的には、前記酸基含有重合性単量体（Ｂ）と低分子量
酸基含有重合性単量体（Ｄ）とのモル比［酸基含有重合性単量体（Ｂ）／低分子量酸基含
有重合性単量体（Ｄ）］が９５／５～２０／８０となる割合であることが、硬化性に優れ
硬化物強度が一層向上する点から好ましい。更に、この場合において、エポキシ樹脂（Ａ
）中のエポキシ基の総モル数（Ａｎ）に対する酸基含有重合性単量体（Ｂ）の酸基の総モ
ル数（Ｂｎ）及び低分子量酸基含有重合性単量体（Ｄ）中の酸基及び酸無水物基の総モル
数（Ｄｎ）の合計モル数の割合「（Ａｎ）／［（Ｂｎ）＋（Ｄｎ）］」が１／１～１／０
．４８となる範囲であることが、流動性及び硬化性が良好な組成物となる点から好ましい
。
【００３５】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物では、更に、組成物の流動性の改善、及び粘度
調整といった観点から芳香族ビニル化合物又は（メタ）アクリル酸エステル（Ｅ）（以下
、これを「ラジカル重合性単量体（Ｅ）」と略記する。）を併用することができる。
【００３６】
　かかるラジカル重合性単量体（Ｅ）中、芳香族ビニル化合物としては、例えば、スチレ
ン、メチルスチレン、ハロゲン化スチレン、ジビニルベンゼンが挙げられる。
【００３７】
　一方、(メタ)アクリル酸エステル類としては、各種の単官能（メタ）アクリレート、多
官能（メタ）アクリレートを用いることができ、例えば、単官能（メタ）アクリレートと
しては例えば、メチル、エチル、プロピル、ブチル、３－メトキシブチル、アミル、イソ
アミル、２－エチルヘキシル、オクチル、イソオクチル、ノニル、イソノニル、デシル、
イソデシル、ドデシル、トリデシル、ヘキサデシル、オクタデシル、ステアリル、イソス
テアリル、シクロヘキシル、ベンジル、メトキシエチル、ブトキシエチル、フェノキシエ
チル、ノニルフェノキシエチル、グリシジル、ジメチルアミノエチル、ジエチルアミノエ
チル、イソボルニル、ジシクロペンタニル、ジシクロペンテニル、ジシクロペンテニロキ
シエチル等の置換基を有する（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００３８】
　また、多官能（メタ）アクリレートとしては例えば、１，３－ブチレングリコール、１
，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオ
ール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、１，８－オクタンジオール
、１，９－ノナンジオール、トリシクロデカンジメタノール、エチレングリコール、ポリ
エチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレン
グリコール、ポリプロピレングリコール等のジ（メタ）アクリレート、トリス（２－ヒド
ロキシエチル）イソシアヌレートのジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオール
１モルに２モル以上のエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得た
ジオールのジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール１モルに４モル以上のエチ
レンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得たジオールのジ（メタ）アク
リレート、ビスフェノールＡ１モルに２モルのエチレンオキサイドもしくはプロピレンオ
キサイドを付加して得たジオールのジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパン１
モルに３モル以上のエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得たト
リオールのジまたはトリ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ１モルに４モル以上の
エチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得たジオールのジ（メタ）
アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトー
ルトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、
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ジペンタエリスリトールのポリ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性リン酸（
メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性アルキル化リン酸（メタ）アクリレート等
が挙げられる。
【００３９】
　これらのなかでも特にワニスの更なる低粘度化が可能となる点から、スチレン、メチル
スチレン、ハロゲン化スチレン、ジビニルベンゼン、単官能（メタ）アクリレートが好ま
しく、特にスチレン又は単官能（メタ）アクリレート、特にスチレンが硬化物の強度が優
れる点から好ましい。
【００４０】
　ここで、ラジカル重合性単量体（Ｅ）を用いる場合、前記した（Ａ）～（Ｄ）の各成分
及び該ラジカル重合性単量体（Ｅ）の合計質量１００質量部に対して、該ラジカル重合性
単量体（Ｅ）が５０質量部～５質量部、特に３５質量部～５質量部となる割合であること
が硬化物強度を低下させることなく、流動性を高めることができ強化繊維への含浸性がよ
り良好なものとなる点から好ましい。
【００４１】
　また、本発明では、前記した前記酸基含有重合性単量体（Ｂ）に加え、更に、低分子量
酸基含有重合性単量体（Ｄ）やラジカル重合性単量体（Ｅ）を併用する場合、ラジカル重
合開始剤（Ｃ）の使用量は、組成物１００質量部あたり、０．０１～５質量部であること
が硬化性の点から好ましい。
【００４２】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物は、更に、前記エポキシ樹脂（Ａ）と、前記酸
基含有重合性単量体（Ｂ）とを反応させるための反応触媒を適宜併用することもできる。
この反応触媒としては、例えばトリエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ベンジルジメチルアミン、Ｎ
，Ｎ－ジメチルフェニルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリンもしくはジアザビシクロオク
タンの如き３級アミン類；トリメチルベンジルアンモニウムクロライド、トリエチルベン
ジルアンモニウムクロライド、メチルトリエチルアンモニウムクロライド等の４級アンモ
ニウム塩類；トリフェニルホスフィン、トリブチルホスフィン等のホスフィン類；２－メ
チルイミダゾール、１，２－ジメチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾー
ルなどのイミダゾール類；トリフェニルスチビン、アニオン交換樹脂等が挙げられる。該
触媒の使用量はワニスである繊維強化複合材料用樹脂組成物中、０．０１～５質量％、特
に０．０５～５質量％となる範囲であることが、反応性に優れる点から好ましい。
【００４３】
　以上詳述した本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物は、更に硬化物に難燃性を付与す
る観点から難燃剤を併用できる。ここで用いる難燃剤としては、ポリ臭素化ジフェニルエ
ーテル、ポリ臭素化ビフェニル、テトラブロモビスフェノールＡ、テトラブロモビスフェ
ノールＡ型エポキシ樹脂等のハロゲン系難燃剤、及び、リン系難燃剤、窒素系難燃剤、シ
リコーン系難燃剤、無機系難燃剤、有機金属塩系難燃剤等の非ハロゲン系難燃剤が挙げら
れる。これらのなかでも特に近年のノンハロゲンの要求が高いことから非ハロゲン系難燃
剤が好ましい。
【００４４】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物には、必要に応じて、シランカップリング剤、
離型剤、イオントラップ剤、顔料等、種々の配合剤を添加することができる。
【００４５】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物は、前記した各成分を、均一に撹拌することに
より、液状の組成物として容易に得ることができる。
【００４６】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物は、有機溶剤無しで、或いは、極少量の使用で
ワニス化することができる。ここで、アセトン、メチルエチルケトン、トルエン、キシレ
ン、メチルイソブチルケトン、酢酸エチル、エチレングリコールモノメチルエーテル、Ｎ
，Ｎ－ジメチルホルムアミド、メタノール、エタノールなどが挙げられる。この有機溶剤
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の使用量は、組成物中１０質量％以下であることが好ましく、特に実質的に有機溶剤を使
用しないことが好ましい。
【００４７】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物、即ち強化繊維含浸用のワニスは、従来に比べ
流動性が高く、かつ、硬化後は優れた靱性を発現するものであるが、強化繊維含浸へ含浸
・硬化させる際の温度条件、特にＲＴＭ法で成形する際の温度条件における粘度（Ｅ型粘
度計）が５００ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい。本発明では、かかる性能が顕著に
現れる点から、上記各成分を均一に混合したワニスは、ワニス調整後１時間経過後の２５
℃にてＥ型粘度計（東機産業（株）製「ＴＶ－２０形」コーンプレートタイプ）を使用し
て測定した粘度が５００ｍＰａ・ｓ以下、具体的には５～５００ｍＰａ・ｓであることが
好ましい。本発明ではワニス粘度がこのように従来のＣＦＲＰ用ワニスに比べ低粘度であ
るため、該ワニスを繊維強化材への含浸させる際の加熱温度を低く抑えること、乃至は５
～４０℃の常温領域での含浸が可能となる。更に、上記ワニスは貯蔵安定性に優れ、ワニ
ス調整後１週間経過した後であっても、その増粘は僅かであって、２５℃で５～５００ｍ
Ｐａ・ｓの粘度条件を維持することができる。他方、このような低粘度ワニスでありなが
ら繊維強化材に含浸、イン・サイチュー重合反応により硬化させて得られる成形品は、優
れた強度を発現する。このような本発明の特異な性能がより顕著に現れる点から、前記粘
度は特に３００ｍＰａ・ｓ以下、であることが好ましく、特にエポキシ当量５００ｇ／ｅ
ｑ．以下のビスフェノール型エポキシ樹脂を用いる場合、前記粘度は２００ｍＰａ・ｓ以
下であることが好ましい。このようにエポキシ当量５００ｇ／ｅｑ．以下のビスフェノー
ル型エポキシ樹脂を用いる場合、２００ｍＰａ・ｓ以下という極めて低い粘度に調整して
も優れた靱性を有する硬化物、成形品を得ることができる。
【００４８】
　本発明の繊維強化複合材料用樹脂組成物の硬化物は、前記した通り、イン・サイチュー
重合反応させることにより得られるものである。ここで、イン・サイチュー重合反応とは
、前記した通り、エポキシ基と酸基との反応と、ラジカル重合性基の重合反応とを特に反
応工程として区別することなく両反応を同時乃至連続的に行うものである。ここで、イン
・サイチュー重合反応とは、前記した通り、エポキシ基と酸基との反応と、ラジカル重合
性基の重合反応とを特に反応工程として区別することなく両反応を同時乃至連続的に行う
ものである。
【００４９】
　かかるイン・サイチュー重合反応を行う際の硬化温度は、具体的には、５０～２５０℃
の温度範囲であることが好ましく、特に、５０～１００℃で硬化させ、タックフリー状の
硬化物にした後、更に、１２０～２００℃の温度条件で処理することが好ましい。
【００５０】
　また、本発明の繊維強化複合材料は、上記した繊維強化複合材料用樹脂組成物と、強化
繊維とを必須成分とするものであり、具体的には、上記した各成分を均一に混合したワニ
ス、即ち、繊維強化複合材料用樹脂組成物を強化繊維からなる強化基材に含浸して得られ
るものが挙げられる。
【００５１】
　従って、前記した硬化物は、前記繊維強化複合材料用樹脂組成物を強化繊維からなる強
化基材に含浸し、次いで、イン・サイチュー重合反応させることにより得られるものであ
る。
【００５２】
　ここで、強化繊維は、強化繊維は、有撚糸、解撚糸、又は無撚糸などいずれでも良いが
、解撚糸や無撚糸が、繊維強化プラスチック製部材の成形性と機械強度を両立することか
ら、好ましい。さらに、強化繊維の形態は、繊維方向が一方向に引き揃えたものや、織物
が使用できる。織物では、平織り、朱子織りなどから、使用する部位や用途に応じて自由
に選択することができる。具体的には、機械強度や耐久性に優れることから、炭素繊維、
ガラス繊維、アラミド繊維、ボロン繊維、アルミナ繊維、炭化ケイ素繊維などが挙げられ
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、これらの２種以上を併用することもできる。これらの中でもとりわけ成形品の強度が良
好なものとなる点から炭素繊維が好ましく、かかる、炭素繊維は、ポリアクリロニトリル
系、ピッチ系、レーヨン系などの各種のものが使用できる。中でも、容易に高強度の炭素
繊維が得られるポリアクリロニトリル系のものが好ましい。ここで、ワニスを強化繊維か
らなる強化基材に含浸して繊維強化複合材料とする際の強化繊維の使用量は、該繊維強化
複合材料中の強化繊維の体積含有率が４０～８５％の範囲となる量であることが好ましい
。
【００５３】
　本発明の繊維強化樹脂成形品は、繊維強化複合材料用樹脂組成物の硬化物と強化繊維と
を有する成形品であり、具体的には、繊維強化樹脂成形品中の強化繊維の量は、体積含有
率で４０～８５％の範囲であること、特に強度の点から５０～７０％の範囲であることが
好ましい。
【００５４】
　かかる繊維強化樹脂成形品を製造する方法としては、型に繊維骨材を敷き、前記ワニス
を多重積層してゆくハンドレイアップ法やスプレーアップ法、オス型・メス型のいずれか
を使用し、強化繊維からなる基材にワニスを含浸させながら積み重ねて成形、圧力を成形
物に作用させることのできるフレキシブルな型をかぶせ、気密シールしたものを真空（減
圧）成型する真空バッグ法、あらかじめ強化繊維を含有するワニスをシート状にしたもの
を金型で圧縮成型するＳＭＣプレス法、繊維を敷き詰めた合わせ型に前記ワニスを注入す
るＲＴＭ法、強化繊維に前記ワニスを含浸させてプリプレグを製造し、これを大型のオー
トクレーブで焼き固める方法などが挙げられるが、これらのなかでもとりわけ、ワニスの
流動性に優れる点からＲＴＭ法が好ましい。
【００５５】
　ＲＴＭ法により繊維強化樹脂成形品を製造する方法は、具体的には、型内に配置した強
化繊維からなる基材に、前記繊維強化複合材料用樹脂組成物を注入し、含浸させた後、イ
ン・サイチュー重合反応させることにより硬化させる方法が挙げられる。
【００５６】
　ここで用いる強化繊維からなる基材としては、強化繊維からなる織物、ニット、マット
、ブレイド状のものが挙げられ、これらは、更に、積層、賦形し、結着剤やステッチなど
の手段で形態を固定したプリフォームとして使用してもよい。
【００５７】
　また、型としては、鉄、スチール、アルミニウム、ＦＲＰ、木材、石膏等の材質からな
るクローズドクローズドモールドが挙げられる。
【００５８】
　前記ＲＴＭ法による繊維強化樹脂成形品は、強化繊維からなる基材を配置した型のキャ
ビティ内を減圧し、前記繊維強化複合材料用樹脂組成物を、減圧されたキャビティ内圧力
と外部圧力との差圧を利用してキャビティ内に注入し、前記基材に含浸する真空ＲＴＭ成
形法であることが好ましく、具体的には、強化繊維からなる基材を下型の型面に沿わせて
賦形し、上型と下型とで型締めを行い、型のキャビティ内を減圧、前記基材に前記繊維強
化複合材料用樹脂組成物を含浸し、次いで前記した硬化温度条下にイン・サイチュー硬化
させる方法が挙げられる。この際、強化繊維からなる基材を下型の型面に配設する前に、
該型面にゲルコートを塗布することが成形品の外観が良好となる点から好ましい。硬化後
、脱型して目的とする繊維強化樹脂成形品を得ることができる。本発明では、脱型後にさ
らに高温で後硬化を行ってもよい。
【００５９】
　また、型内には、強化繊維基材以外にフォームコア、ハニカムコア、金属部品などを設
置し、これらと一体化した複合材としてもよい。特にフォームコアの両面に炭素繊維基材
を配置して成型して得られるサンドイッチ構造体は、軽量で大きな曲げ剛性を持つので、
例えば自動車や航空機などの外板材料として有用である。
【００６０】
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　このようにして得られた繊維強化樹脂成形品の用途としては、釣竿、ゴルフシャフト、
自転車フレームなどのスポーツ用品、自動車、航空機のフレーム又はボディー材、宇宙機
部材、風力発電機ブレードなどが挙げられる。とりわけ、自動車部材、航空機部材、宇宙
機部材には高度な耐熱性、強度が要求されるため、本発明の繊維強化樹脂成形品はこれら
の用途に適し、特にアンダーボディー、モノコック、プラットフォーム等の車体構造部材
、バンパ、フェンダ、フロントフロア、ドア用インナパネル、ドア用アウタパネル、フー
ドパネル等のパネル部材、インストルメントパネル等の内装部品などの自動車用部材とし
て適する。更に、ガソリン自動車のみならず、ディーゼル車、バイオディーゼル車、燃料
電池車、ハイブリッド車、電気自動車等の部材として用いることができる。
【実施例】
【００６１】
　次に本発明を実施例、比較例により具体的に説明するが、以下において「部」及び「％
」は特に断わりのない限り重量基準である。尚、各物性評価は以下の条件にて測定した。
１）ワニス粘度：２５℃にてＥ型粘度計（東機産業（株）製「ＴＶ－２０形」コーンプレ
ートタイプを使用して測定した。
２）樹脂板の曲げ強度、曲げ弾性率：ＪＩＳ　Ｋ６９１１に準拠した。
３）炭素繊維強化複合材料の曲げ強度：ＪＩＳ　Ｋ７０７４に準拠した。
【００６２】
　実施例１及び比較例１～３
１．エポキシ樹脂組成物配合
　下記の表１に示す配合に従い、各主配合成分を、撹拌機を用いて配合してエポキシ樹脂
組成物を得た。このエポキシ樹脂組成物調整後１時間経過したときのワニス粘度を評価し
た。
２．エポキシ樹脂の樹脂硬化板の作製
　下記硬化条件Ａ、Ｂ又はＣにより樹脂硬化板を得、次いで各種の評価試験を行った。結
果を表１に示す。なお、各実施例及び比較例で採用した硬化条件を表１に示した。
［硬化条件Ａ］
　エポキシ樹脂組成物を、厚さ２ｍｍのスペーサー（シリコーンチューブ）をガラス板で
挟んだ型の間隙に流し込み、オーブン中で１７０℃で１０分間硬化させた後、型から硬化
物を取り出し、樹脂硬化板を得た。
［硬化条件Ｂ］
エポキシ樹脂組成物を、厚さ２ｍｍのスペーサー（シリコーンチューブ）をガラス板で挟
んだ型の間隙に流し込み、オーブン中で８０℃で２時間硬化させ、型から硬化物を取り出
し、タックフリー状になっているのを確認した後、更に、１６０℃で２時間、アフターキ
ュアを行い、厚み２ｍｍの樹脂硬化板を得た。
［硬化条件Ｃ］
エポキシ樹脂組成物を、厚さ２ｍｍのスペーサー（シリコーンチューブ）をガラス板で挟
んだ型の間隙に流し込み、オーブン中で２５℃で２４時間硬化させ、型から硬化物を取り
出し、タックフリー状になっているのを確認した後、更に、１２０℃で２時間、アフター
キュアを行い、厚み２ｍｍの樹脂硬化板を得た。
３．炭素繊維強化複合材料の作製
　２００ｍｍ×２００ｍｍ×３．５ｍｍのポリテトラフルオロエチレン／パーフルオロア
ルキルビニルエーテル共重合体がコーティングされたＳＵＳ板上に１５０ｍｍ×１５０ｍ
ｍに切り出した炭素繊維織物（炭素繊維：ＣＯ６３４３、目付け１９８ｇ／ｃｍ２、東レ
（株）製）を４枚積層し、エポキシ樹脂組成物をキャストしてローラーで樹脂を押し付け
るようにして樹脂を含浸させ、もう１枚のポリテトラフルオロエチレン／パーフルオロア
ルキルビニルエーテル共重合体がコーティングされたＳＵＳ板を載せた。これをオーブン
中で１００℃で１時間、続いて１７０℃で１時間アフターキュアを行い、厚さ１．５ｍｍ
の繊維強化複合材料を得た。目視での確認では得られた繊維強化複合材料には気泡等のボ
イドは確認されなかった。これを試験片として用い、各種の評価試験を行った。結果を表
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１に示す。
【００６３】
【表１】

【００６４】
なお、実施例及び比較例のエポキシ樹脂組成物に使用した各成分は下記の通りである。
　「脂環式エポキシ樹脂」：（３，４－エポキシシクロヘキサン）メチル－３’，４’－
エポキシシクロヘキシル－カルボキシレート（ダイセル化学（株）製「セロキサイド２０
２１Ｐ」
　「ビニルエステル樹脂」：ビスフェノールＡ型エポキシメタクリレート（「ＥＰＩＣＬ
ＯＮ　８５０Ｓ」のメタクリル酸との反応生成物）
　「ポリグリシジルアミン」：Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジルジアミノジフェニ
ルメタン（ハンツマン・アドバンスト・マテリアルズ（株）製「ＡＲＡＬＤＩＴＥ　ＭＹ
７２１ＣＨ」）
　「ＨＯ－ＭＳ」：３‐［［２‐（メタクリロイルオキシ）エトキシ］カルボニル］プロ
ピオン酸（共栄社化学（株）製「ライトエステルＨＯ－ＭＳ」）
　「ラジカル重合開始剤Ａ」：１，１－ジ（ｔ－ヘキシルペルオキシ）シクロヘキサン（
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日油（株）製重合開始剤「パーヘキサＨＣ」）
　「ラジカル重合開始剤Ｂ」：メチルエチルケトンパーオキサイド（日油(株)製「パーメ
ックＮ」）
　「２Ｅ４ＭＺ」：２－エチル－４－メチルイミダゾール（四国化成（株）製　キュアゾ
ール２Ｅ４ＭＺ）
　「２ＭＺ」：２－メチルイミダゾール（四国化成（株）製「キュアゾール２ＭＺ」）
　「６％ナフテン酸コバルト」：ナフテン酸コバルト溶液（コバルト原子含有率６質量％
、溶媒：ミネラルスピリット）
　また、表１中の「硬化条件」における「Ａ」「Ｂ」及び「Ｃ」は、それぞれ前記した「
硬化条件Ａ」、「硬化条件Ｂ」及び「硬化条件Ｃ」に対応するものである。
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